
平成２７年度活動報告

権限移譲小委員会

平成２８年３月

和歌山県・市町村連携会議



平成２１年３月 和歌山県・市町村連携会議において「市町村への分権に関する計画」を決定
６月 権限移譲に関し、地方自治法第２５２条の１７の２第２項の規定に基づく協議
９月 事務処理の特例に関する条例改正案成立
１２月 （国）地方分権改革推進計画が閣議決定

平成２２年４月 ４８法律に係る権限を移譲
平成２３年４月 （国）第１次一括法成立
平成２３年８月 （国）第２次一括法成立
平成２４年３月 第２次一括法に係る権限を削除
平成２６年９月 医療法及び薬事法改正に係る規定の整備
平成２７年３月 児童福祉法等の改正に係る規定の整備

建築基準法等に係る事務を追加

～平成２６年度

平成２７年６月 （国）第５次一括法成立
９月 ○電子署名法の改正により事務を削除

○歯科技工士法施行令改正に係る規定の整備
１２月 ○マイナンバー法関係の次の事務を追加

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく事務
・母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく事務
・特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づく事務
・難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく事務

平成２８年３月 ○商工会議所法施行令改正に係る規定の整備
○医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律改正により事務を
削除
○農地法改正に係る規定の整備

＊平成２８年３月現在の移譲事務数 ９２法令 ６５９事務

平成２７年度

権限移譲小委員会（おもな経過、取り組み）
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和歌山県・市町村連携会議

平成２７年度活動報告

税収確保小委員会

平成２８年３月



○平成２７年度の活動成果について

第１ 個⼈住⺠税の特別徴収推進のための取組の実施結果
・県内事業者に対する個⼈住⺠税の特別徴収推進の取組

第２ 県と市町村が連携して「適正・公平な税の執⾏」を推進する
取組結果
（和歌山県税務協議会に検討及び実施を委託）

・県税及び市町村税の徴収強化会議（共同事業の実施、徴収課題の検討等）

税収確保小委員会



全市町村で個人住民税の特別徴収推進の取組を実施（平成全市町村で個人住民税の特別徴収推進の取組を実施（平成全市町村で個人住民税の特別徴収推進の取組を実施（平成全市町村で個人住民税の特別徴収推進の取組を実施（平成23年度～）年度～）年度～）年度～）

①平成①平成①平成①平成27年度特別徴収指定結果年度特別徴収指定結果年度特別徴収指定結果年度特別徴収指定結果

・平成26年度の周知広報活動の結果を受けて、平成27年5月に特別徴収義務者を指定

ⅰ）給与特徴に係る特別徴収義務者数

H22年度 42,779人 → H27年度 51,812人 （ +  9,033人 +21.1% ）

ⅱ）給与特徴に係る納税義務者数

H22年度 229,876人 → H27年度 259,970人 （ +30,094人 +13.1% ）

②県平均の特徴率の推移②県平均の特徴率の推移②県平均の特徴率の推移②県平均の特徴率の推移

・県平均 H22年度 72.6% → H24年度 78.6% → H27年度 81.2%

・全国平均 H22年度 71.2% → H24年度 72.8% → H27年度 79.0%

③周知広報活動に係る実施方法の統一③周知広報活動に係る実施方法の統一③周知広報活動に係る実施方法の統一③周知広報活動に係る実施方法の統一

・全市町村で一斉かつ統一的に特別徴収を推進するため、活動方法等を定めた通知を策定

④周知広報活動の実施④周知広報活動の実施④周知広報活動の実施④周知広報活動の実施

ⅰ） 県税事務所と連携して、特別徴収未実施事業者に対し、連名文書の送付、電話及び訪問により

個別周知活動を実施

ⅱ）税務署が行う年末調整説明会、広報紙及びホームページ等で周知広報活動を実施

⑤個別周知活動を実施した県内事業者を平成⑤個別周知活動を実施した県内事業者を平成⑤個別周知活動を実施した県内事業者を平成⑤個別周知活動を実施した県内事業者を平成27年度に特別徴収義務者として指定年度に特別徴収義務者として指定年度に特別徴収義務者として指定年度に特別徴収義務者として指定

平成平成平成平成28年度も引き続き取組を実施し、税収確保を進める必要がある。年度も引き続き取組を実施し、税収確保を進める必要がある。年度も引き続き取組を実施し、税収確保を進める必要がある。年度も引き続き取組を実施し、税収確保を進める必要がある。

更なる取組の徹底のため、和歌山県税務協議会に研究会を設置予定更なる取組の徹底のため、和歌山県税務協議会に研究会を設置予定更なる取組の徹底のため、和歌山県税務協議会に研究会を設置予定更なる取組の徹底のため、和歌山県税務協議会に研究会を設置予定（平成（平成（平成（平成28年度）年度）年度）年度）

第１ 個人住民税の特別徴収推進のための取組の実施結果



○○○○和歌山県税務協議会へ検討及び実施を委託和歌山県税務協議会へ検討及び実施を委託和歌山県税務協議会へ検討及び実施を委託和歌山県税務協議会へ検討及び実施を委託

『『『『県税及び市町村税の徴収強化会議県税及び市町村税の徴収強化会議県税及び市町村税の徴収強化会議県税及び市町村税の徴収強化会議』』』』

【構成】和歌山市、海南市、田辺市、紀の川市、かつらぎ町、有田川町、日高町、那智勝浦町

地方税回収機構、各県税事務所、税務課、市町村課

【開催】年４回（６月、９月、１１月、１月）開催

各地域ブロックにおいても意見交換会や研修会等の取組を実施

【内容】①①①①共同事業の実施共同事業の実施共同事業の実施共同事業の実施

・合同滞納整理強化月間の設定による税収確保の取組

・個人住民税の共同催告

・電話加入権、不動産の合同公売の実施

②徴収課題の検討②徴収課題の検討②徴収課題の検討②徴収課題の検討

・進行管理及び債権管理の手法研究について

・債権管理ガイドラインの策定について

・猶予制度の見直しについて

③各地域ブロックにおける活動③各地域ブロックにおける活動③各地域ブロックにおける活動③各地域ブロックにおける活動

・各地域ブロック単位で県税事務所職員等が実務に即した研修会を実施

（徴収事務のマネジメント、捜索及びタイヤロック実務研修、徴収ロールプレイングなど）

・地方税法48条による個人住民税の直接徴収、併任派遣 など

第２ 県と市町村が連携して「適正・公平な税の執行」を推進する取組結果



平成２７年度活動報告

コスト縮減等小委員会

平成２８年３月

和歌山県・市町村連携会議



●●●● Ｗｅｂサイト「知恵の和」Ｗｅｂサイト「知恵の和」Ｗｅｂサイト「知恵の和」Ｗｅｂサイト「知恵の和」
アクセス数 年間 ７１１回 ※Ｈ２８．３．１７現在
ダウンロード数 年間 １，０２２回 （投稿２４件）
→ 更に有効活用が図られるよう、掲載項目等について引き続き

検討を行っていくとともに、関係各所への周知をしていく。

●●●● 庁舎等における自動販売機設置に係る公募制の導入促進庁舎等における自動販売機設置に係る公募制の導入促進庁舎等における自動販売機設置に係る公募制の導入促進庁舎等における自動販売機設置に係る公募制の導入促進
県主催の市町村財政主管課長会議（H28.2.5）にて、自動販売機の公募制導入

による成果について報告し、導入に向けた積極的な検討を依頼。
また、平成２８年２月に各市町村の価格競争の導入状況調査を実施。

【調査結果】
市町村における自動販売機設置数は、合計430台。価格競争を導入している１

１団体、計107台について約2,407万円の収入を得るところとなった。（入札前と比
べて約83倍の収入） ※別添資料参照
＜参考＞

県管財課においては、平成２３年より公募制度を導入しているところであるが、
平成２７年度は自動販売機118台について、約5,749万円の収入を得るところと
なった。これは、入札前と比べて約57.5倍の収入である。

コスト縮減等小委員会



Ｈ２８．３．１７現在

班 日付 タイトル ダウンロード回数

15.6.8 和歌山県長期人口ビジョン・総合戦略 62

62

15.4.7
平成２６年度地方公営企業決算状況調査について（総務省
作成CDデータ）

75

15.4.7
平成２６年度地方公営企業決算状況調査について（エラー
チェック表等）

150

15.4.16 平成27年度の地方公営企業操出金通知 8

15.5.1 平成２５年度市町村別決算カード等 28

15.5.28 平成２６年度地方財政状況調査（市町村） 44

15.5.28 平成２６年度地方財政状況調査（一部事務組合） 50

15.6.1 電子調査表マニュアル等及び初期設定データ（一組） 40

15.11.17 県内市町村等に係る平成２６年度決算の概況について 17

412

振振振振
興興興興
班班班班 合計

財財財財
政政政政
班班班班

合計

班 日付 タイトル ダウンロード回数

16.3.14
市町村・一部事務組合の給与・定員管理等の状況（平成２７
年度）

8

8

15.4.8
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（１／５）

17

15.4.8
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（２／５）

13

15.4.8
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（３／５）

24

15.4.8
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（4／５）

23

15.4.8
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（５／５）

29

15.4.8
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（修正01）

21

15.4.9
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（修正02）

34

15.4.16
平成２７年度地方交付税の額の算定に用いる基礎数値等に
ついて（参考追加）

19

15.4.30 H27年度　固定資産の価格等の概要調書 108

15.6.2 H27年度　固定資産の価格等の概要調書　修正版 42

15.7.1 H27年度　課税状況調べ 39

15.7.2
平成２７年度普通交付税、地方特例交付金及び臨時財政対
策債発行可能額算出資料等について

61

15.8.12 平成27年度家屋評価実務研修会資料 79

15.9.14 平成２６年度同意等債理論償還設定条件一覧ほか 31

540

行行行行
政政政政
班班班班 合計

税税税税
政政政政
班班班班

合計

【参考】知恵の和 ダウンロード登録一覧



Ｈ２８．２月現在

（単位：台）

目的外
使用許可

貸付
目的外
使用許可

貸付
目的外
使用許可

貸付

和歌山市 35 1 6 19 55 20

海南市 5 0 25 0 35 0

橋本市 8 0 1 0 17 0

有田市 14 0 0 0 14 0

御坊市 9 0 0 0 18 0

田辺市 24 0 6 0 32 0

新宮市 0 29 0 0 0 29

紀の川市 12 0 4 0 39 0

岩出市 0 12 2 0 3 12

紀美野町 0 12 0 0 0 12

かつらぎ町 0 3 0 0 0 3

九度山町 6 0 0 0 6 0

高野町 0 0 0 0 0 0

湯浅町 0 11 0 0 0 11

広川町 0 0 1 0 1 0

有田川町 0 0 0 1 0 1

美浜町 0 4 0 0 0 4

日高町 2 0 0 0 2 0

由良町 0 2 0 0 0 2

印南町 0 5 0 0 0 5

みなべ町 6 0 0 0 8 0

日高川町 0 9 0 0 0 10

白浜町 7 0 7 0 16 0

上富田町 0 8 0 7 0 22

すさみ町 0 2 0 0 0 2

那智勝浦町 0 18 0 0 0 18

太地町 9 0 0 0 9 0

古座川町 0 2 0 0 0 2

北山村 0 1 0 0 0 1

串本町 21 0 0 0 21 0

合　計 158 119 52 27 276 154

0

0

0

0 0

0

0 0

0 0

0

0

0 0

2

0 0

0

その他福祉関係団体

目的外
使用許可

66

0

8

5 0

0

0

0 0

区　分

0

0 0

0

自動販売機設置数

23 0

1 0

貸付

0

9 0

2

0

00

民間事業者 計

0

0 0

備　考

0 0

0 0

2 0

0 1

0 7

0 0

0 0

8

14 0

１ 設置者別設置数 ２ 価格競争の導入状況

（単位：台） （単位：千円）

目的外
使用許可

貸付 計 効果額

和歌山市 33 1 34 9,201 H22年4月

海南市 5 0 5 220 H27年9月

橋本市 8 0 8 809 H21年4月

有田市 2 0 2 154 H22年4月

田辺市 23 0 23 5,508 H23年4月

新宮市 0 3 3 225 H26年5月

岩出市 3 12 15 4,018 H25年3月

日高町 1 0 1 43 H16年3月

日高川町 0 10 10 2,000 H23年7月

那智勝浦町 0 5 5 1,454
不明（一部は

H23より）

串本町 1 0 1 144 H27年1月

合　計 76 31 107 23,776

0 144

4,038

2250

年間収入額

290 24,066

導入後

0 809

96 250

導入前
区　分

設置数

0 220 新規設置分について入札を実施

導入時期

収入額はH27.4月～H28.1月分の実
績。

0 9,201

年間収入額は、見込み額。１～３月
分は前年実績に基づき推計。導入前
の収入額は不明。

備　考

年間収入額はH27.4～H28.１

174 5,682 新設時の導入２１台

0 43 たばこ売上の３％

20

0 2,000

0 1,454 Ｈ２６年度決算額

【参考】平成２７年度 自動販売機設置における価格競争の導入状況調



平成２７年度活動報告

事務連携小委員会

平成２８年３月

和歌山県・市町村連携会議



平成２８年１月から開始したマイナンバー制度に係る事務につき、県と市町村の連携・連絡体制をより
一層密にするため、県及び県内３０市町村からなる「マイナンバー事務連絡会議」を設置。

平成３０年度の固定資産税の評価替えに向けて、平成２８年度及び平成２９年度に県下３つの地域で、
空中写真撮影を共同実施し、平成３１年度に県内一律での撮影ができるよう引き続き検討。

平成２７年度 県・市町村事務連携の検討結果①

①①①① 空中写真の撮影空中写真の撮影空中写真の撮影空中写真の撮影の共同実施の共同実施の共同実施の共同実施

②②②② 公共インフラ点検公共インフラ点検公共インフラ点検公共インフラ点検にににに関する県の支援関する県の支援関する県の支援関する県の支援

平成２８年４月から和歌山市を除く２９市町村、全一部事務組合、広域連合における裁決につき諮問を
受ける第三者機関を県が設置。

平成３０年までに全ての市町村が市町村管理橋梁について点検が終えられるよう、点検受託に加え県
から専門的な助言を行う相談窓口を開設。

①①①① 社会保障・税番号（マイナンバー）制度に係る県と市町村の協議の場の設置社会保障・税番号（マイナンバー）制度に係る県と市町村の協議の場の設置社会保障・税番号（マイナンバー）制度に係る県と市町村の協議の場の設置社会保障・税番号（マイナンバー）制度に係る県と市町村の協議の場の設置

①①①① 改正行政不服審査法に係る第三者機関の改正行政不服審査法に係る第三者機関の改正行政不服審査法に係る第三者機関の改正行政不服審査法に係る第三者機関の事務の委託事務の委託事務の委託事務の委託

１１１１ 垂直補完の実施垂直補完の実施垂直補完の実施垂直補完の実施

２２２２ 水平連携の実施水平連携の実施水平連携の実施水平連携の実施

３３３３ 情報情報情報情報を共有・交換する場を設け、連携の芽を育てるを共有・交換する場を設け、連携の芽を育てるを共有・交換する場を設け、連携の芽を育てるを共有・交換する場を設け、連携の芽を育てる

再利用が見込めない空き家・廃屋の除却を促進するための協議会の設立に向けた「空家等対策推進協議
会設立準備会（仮称）」を平成２８年度当初に立ち上げ。

②②②② 空き家・廃屋の除却を促進するための協議の場の設置空き家・廃屋の除却を促進するための協議の場の設置空き家・廃屋の除却を促進するための協議の場の設置空き家・廃屋の除却を促進するための協議の場の設置

ⅠⅠⅠⅠ 県・市町村連携会議事務連携小委員会で検討を行った事務県・市町村連携会議事務連携小委員会で検討を行った事務県・市町村連携会議事務連携小委員会で検討を行った事務県・市町村連携会議事務連携小委員会で検討を行った事務



• H26の行政不服審査法の改正により、全ての市町村（一部事務組合、広域連合含む）において、審査庁の裁決の妥当
性をチェックするための第三者機関の設置が必要。（H28.4.1～）

• 過去の実績から1団体あたりの件数はわずかであり、全団体において第三者機関を設置するのは非効率かつ、ノウハウ
の蓄積も図られない恐れあり。（H25 ７件、H26 １７件）

• 本改正の対応として、総務省からも事務の委託による方法も選択肢の一つとして提示。

改正行政不服審査法に係る第三者機関の事務の委託 湯浅町提案

【垂直補完の実施】

• H28.4の制度開始以降、和歌山市を除く29市町村、全一部事務組合、広域
連合における裁決について、県の設置する第三者機関に諮問し、答申を得る。
（市町村が県に委託）

発想発想発想発想のののの契機契機契機契機

連携連携連携連携の内容・方法の内容・方法の内容・方法の内容・方法

• 確率は低いが一定程度の需要が発生する当該事務について県が垂直補完
することで手続の中立性・公平性のレベルを維持・確保。

• 県の第三者機関に委託をすることで、全ての団体で有識者を要する組織
を設置する非効率性を解消。

連携連携連携連携のメリットのメリットのメリットのメリット

• 平成２８年2～3月 議会において事務委託に係る協議の議決。

• 平成２８年4月 制度開始。

スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール

和歌山県
行政不服審査会

県に委託県に委託県に委託県に委託

参加人 処分庁等審査請求人

審査庁

審理員

③審理

⑦裁決

④審理員
意見書

①指名

（例）市町村長

⑤諮問⑥答申

②主張・証拠資料提出



公共インフラ点検に関する県の支援

• 市町村の技術職員の減少。【１１町村が土木技術職員０人（平成２７年３月調査より）】

• 道路インフラの老朽化の進行。

• 道路法等が改正され、全ての橋梁等について、５年に１回の近接目視による点検が義務化。

発想発想発想発想のののの契機契機契機契機

【垂直補完の実施】（※市町村からの意見に基づき、以下の改良を実施）

◎平成３０年度までに全ての市町村管理橋梁について点検が終えられるよう県からの技術的支援を実施。

点検受託：今までの点検受託（積算・発注・監督・検査）に加え、専門的な助言を行う相談窓口の開設。
（例：業者との打合せに県職員が同席してアドバイス等）

技術研修：橋梁等の点検に関する県主催研修について、市町村からの要望を受け、内容・時期・場所等について
改善を検討。（例：実地研修を行う橋梁の種類、開催時期等）

• 橋梁の点検については、民間への委託を中心に、基本的に自団体で対応可能と考えている。

• 積算や、監督、健全性の判定について助言してほしい。

• 多様な橋梁に対応するための実地研修など、技術力向上のための研修を充実してほしい 等。

市町村からの主な意見市町村からの主な意見市町村からの主な意見市町村からの主な意見

連携連携連携連携の内容・方法の内容・方法の内容・方法の内容・方法

• 良質で統一的な尺度によるインフラ長寿命化修繕計画の
策定、メンテナンスサイクルの的確な実施。

• 事務負担の軽減。

• 市町村職員の技術力向上に寄与。

連携連携連携連携のメリットのメリットのメリットのメリット

• 建築工事の検査補助、修繕工事の施工監理の支援
について、市町村の意見を聞き、平成２８年度も
引き続き検討。

スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール



• 固定資産税の状況把握等のため多数の市町村にて実施されている事務であり規模の拡大による効率化が可能。
• 定型的な事務で裁量の余地が小さく、規模拡大のための調整が比較的容易。
• すでに県内において、一部の地域で撮影を共同実施（日高地域、田辺市と白浜町）。

空中写真撮影の共同実施 橋本市・串本町提案

発想発想発想発想のののの契機契機契機契機

規模の拡大による行政コストの縮減

• 平成28年度 伊都地域及び海南市・有田郡・日高地域で、撮影を共同実施。
• 平成29年度 西牟婁郡及び東牟婁郡で、撮影を共同実施。
• 平成30年度 平成31年度の県内一律での撮影実施に向けて協議。
• 平成31年度 県内一律での撮影を実施へ。

連携連携連携連携のメリットのメリットのメリットのメリット スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール

現在 平成28･29年度 平成31年度

３つの地域単位で
共同実施

県内一律で実施へ

（平成30年度に協議）

【水平連携の実施】

• 空中写真撮影及びデジタルオルソ画像作成業務の発注に係る、統一仕様書を作成。
• 平成30年度の評価替えに向け、平成28・29年度に３つの地域単位で撮影を共同実施。
• 平成33年度の評価替えに向け、次々回の撮影時期を平成31年度に揃えることとし、県内一律での撮影を実施へ。

連携連携連携連携の内容・方法の内容・方法の内容・方法の内容・方法



現在の共同撮影実施地域
分科会での検討による、

新たな地域単位での撮影予定地域

【参考】空中写真撮影の予定地域



• 平成２８年１月より社会保障・税番号（マイナンバー）制度が開始されるにあたり、業務フローの見直しや安全管理
措置等について、市町村間及び県と市町村の情報共有の場が必要。

社会保障・税番号（マイナンバー）制度に係る県と市町村の協議の場の設置 海南市提案

発想発想発想発想のののの契機契機契機契機

• 複数部局にまたがるマイナンバー利用事務及びマイナンバー関係事務について、一元的な情報交換・共有プラット
フォームを構築。

• 今後拡大が予想されるマイナンバーの独自利用やマイナンバーカードの多目的利用について、市町村間で情報を共有
することで域内の住民サービスを向上。

連携連携連携連携のメリットのメリットのメリットのメリット

• 平成２７年１２月１０日 第１回「県・市町村マイナンバー事務連絡会議（仮称）」開催。

• 次回は平成２８年４月に開催。

スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール

【情報を共有・交換する場を設け、連携の芽を育てる】

• 県及び全市町村が加入する「県・市町村マイナンバー事務連絡会議」を設置。

• 国の制度改正や予算等について県から随時、情報伝達を行う。

• マイナンバーの独自利用やマイナンバーカードの多目的利用について情報共有や横展開を図る。

連携連携連携連携の内容・方法の内容・方法の内容・方法の内容・方法



• 平成27年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行され、県及び市町村において早急に対策をとる必
要性。

• 国から示された「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）では特定
空家の認定基準として不十分。

空き家・廃屋の除却を促進するための協議の場の設置 海南市提案

発想発想発想発想のののの契機契機契機契機

• 個別の事象を共有し協議することにより、市町村の空き家対策を促進。

• 市町村の取り組みに対し、県が技術的に協力。

• スケールメリットにより学識経験者及び弁護士への費用が軽減でき、相談体制が充実。

連携連携連携連携のメリットのメリットのメリットのメリット

• 平成28年度当初 空家等対策推進協議会設立準備会（仮称）を立ち上げ。

• 平成28年度中 空家等対策推進協議会（仮称）を設置。

スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール

【情報を共有・交換する場を設け、連携の芽を育てる】

• 県・市町村、学識経験者、弁護士、等が参加する「空家等対策推進協議会（仮称）」の設置。

• 再利用の見込めない空き家の規制手法や助成制度など解決策を検討。

• このための空家対策推進協議会設立準備会（仮称）の立ち上げ。

連携連携連携連携の内容・方法の内容・方法の内容・方法の内容・方法



平成２７年度 県・市町村事務連携の検討結果②

２２２２ 特徴推進特徴推進特徴推進特徴推進 ：：：： 橋本市提案橋本市提案橋本市提案橋本市提案

（協議結果）（協議結果）（協議結果）（協議結果）
専門組織の設置に代わり、県が実施する事業所指導に海南市が同行し、指導のノウハウを共有。

（提案（提案（提案（提案概要概要概要概要））））
個人住民税の特別徴収の周知と実施の徹底を県と市町村で推進。

１１１１ 介護給付の適正化介護給付の適正化介護給付の適正化介護給付の適正化 ：：：： 海南市提案海南市提案海南市提案海南市提案

提案提案提案提案市町村市町村市町村市町村と県担当部局等において協議が整った事務と県担当部局等において協議が整った事務と県担当部局等において協議が整った事務と県担当部局等において協議が整った事務

（提案（提案（提案（提案概要概要概要概要））））
介護保険事業者に対する指導監督体制の充実を図るため、専門組織を立ち上げてノウハウを共有。

（協議結果）（協議結果）（協議結果）（協議結果）
平成２２年度より県と市町村で推進してきた取組を継続するとともに、更なる徹底に向け平成２８年度に
和歌山県税務協議会に研究会を設置する予定。

ⅡⅡⅡⅡ 提案市町村と県担当部局等において個別に検討を行った事務提案市町村と県担当部局等において個別に検討を行った事務提案市町村と県担当部局等において個別に検討を行った事務提案市町村と県担当部局等において個別に検討を行った事務



平成２８年度、県・市町村連携会議において検討し、県と市町村または市町村間の連携に結びつけていくもの。

１１１１ 垂直補完の検討垂直補完の検討垂直補完の検討垂直補完の検討

建築工事の検査の県による受託：みなべ町提案

市町村実施の建築工事の完成検査について、県に委託することで、県の技術職員の専門性を活かし、
建築工事の完成度を高める。

公平委員会事務の県への事務委託：有田川町・串本町提案

公平委員会の事務に関して、県の人事委員会へ事務委託を行うことにより、審査の中立性・公平性
を確保するとともに、組織の効率化を図る。

２２２２ 水平連携の検討水平連携の検討水平連携の検討水平連携の検討

① 消費生活センターの複数市町での共同設置：橋本市、紀の川市、岩出市提案

複数の市町で消費生活センターを共同で設置することで、単独では相談の件数が少なく、財政的
にも設置が困難な市町でも、質の高い相談を行う。

② 介護認定関係事務及び介護保険事業所の指導等に関する事務の広域化：白浜町提案

介護認定審査会等及び介護保険事業所に対する指導等実施機関を広域で設置することで、認定の
平準化を図るとともに、事務の効率化や専門知識を持った職員の配置等を行う。

平成２８年度 県・市町村事務連携の検討事業（予定）


